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            Abstract
          
        

        
          過去の地方財政は、国家財政の一部として中央予算の従属的概念として把握されており、マスグレイブの3大機能のうち、資源配分の機能にのみ関連するという消極的立場に止まっていた。しかし、地方自治制の発展や地方財政の規模拡大に従い、もはや今は国家と地方発展のために、地方財政の機能は国家財政のそれと同じ側面で見なければならない。

          近年、少子高齢化、経済 · 社会的格差の問題が深刻化し、中央政府はもちろん、地方政府の社会福祉分野における支出拡大が求められている。一方で、地方政府の財政自立度は落ち、政府負債は増している。特に、昨年から新型コロナウィルス感染症を経験しながら、さらに悪化した経済状況の下で政府主導の財政支援は厳しさを増している。一方、社会福祉·社会的セーフティネットの拡充への財政支出要求は強まっており、財政支出の効率的意思決定が一層重要になると考えられる。

          本稿は、2009年から2019年までの忠南の財政支出データを用い、地方政府の財政支出が地域経済の成長の及ぼす影響を分析したうえで、財政乗数を導出し財政支出の効果を把握した。

          その結果、社会福祉の財政弾力性は 0.065 で、忠南における社会福祉の財政支出は、忠南のGRPDへ正(+)の相関関係があると判明した。なお、社会福祉財政支出変数の算出弾力性の推定値を用いて導出された、2019年基準、忠南における社会福祉分野の財政乗数は 1.41、2020年のは 1.29、2021年のは 1.14であり、これまで忠南の社会福祉支出はの成長に役立ったと言える。ただし、2022年以後は、財政乗数が1に至らない値で、その効果が半減すると予想できる。

          最近、“コロナ相生国民支援金”が、当初、所得下位88％への選別支給に決定されたが、京畿道の普遍的支給の決定以後、忠南をはじめ、多くの地域が普遍的支給へと舵を切っている。限られた資源や財政状況、財政の効率的かつ効果的支出などを総合的に鑑み、地域の財政状況相応な政策を進める意思決定がなお重要な時点である。

        

        
          
            초록
          
        

        
          과거 지방재정은 국가재정의 일부로서 중앙예산의 종속적 개념으로 파악하여 Musgrave의 3대 기능 중 자원배분 기능에만 연관이 있다는 소극적 입장에 머물렀으나, 지방자치제도 발전과 지방재정의 규모 확대에 따라 이제는 국가와 지역발전을 위해 지방재정의 기능도 국가재정 기능과 같은 측면에서 보아야 한다.

          근년, 저출생, 고령화, 경제·사회 양극화 문제가 심화되면서 중앙정부는 물론 지방정부의 사회복지 지출 확대가 요구되고 있지만 지방정부의 재정자립도는 하락하고 정부부채는 증가하는 추세이다. 여기에 작년부터 코로나19 팬데믹을 겪으면서 더욱 침체된 경제상황 하에서 정부주도의 재정지원은 더욱 어려워진 반면, 사회복지 사회안전망 확충에 대한 재정지출 요구는 강해지고 있어 재정지출에 관한 효율적 의사결정이 더욱 중요해질 것으로 보인다.

          본 연구에서는 2008년부터 2019년까지 충청남도의 재정지출 자료를 사용하여 지방정부의 재정지출이 지역경제 성장에 미친 영향을 분석하였다. 재정승수를 도출하여 재정지출 효과를 파악하고 나아가 효과의 변화를 예측하였다.

          분석결과, 사회복지의 재정탄력성은 0.065로 충남의 사회복지 재정지출은 충남의 GRDP에 정(+)의 상관관계가 있는 것으로 나타났다. 사회복지 재정지출 변수의 산출탄력성 추정값을 사용하여 도출된 2019년 기준 충남의 사회복지분야 재정승수는 1.41, 2020년 기준 1.29, 2021년 기준 1.14로 충남의 사회복지 지출은 지금까지 충남의 GRDP 성장에 기여해왔다고 할 수 있다. 단, 2022년 이후는 재정승수가 1 미만으로 추정되어 그 효과가 반감될 것으로 예상된다.

          최근 “코로나 상생 국민지원금”이 당초 소득하위 88%의 선별지급으로 결정되었으나, 경기도의 보편적 지급결정 후, 충남을 비롯한 많은 지역이 보편적 지급으로 선회하고 있다. 한정된 자원과 재정상황, 재정의 효율적·효과적 지출을 종합적으로 감안하여, 지역의 재정상황에 적합한 정책추진의 의사결정이 더욱 중요한 시기이다.
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      Ⅰ. はじめに
      マスグレイブは、財政における３大機能は、資源配分の機能、所得再分配の機能、経済安定化の機能と規定した。過去の地方財政は、国家財政の一部として、その機能や役割も中央予算の従属的概念として把握しており、上記の３大機能のうち、資源配分の機能にのみ関連するという消極的立場を見地してきた。しかし、地方自治制度の発展や地方財政の規模拡大に従い、もはや今は国家と地方発展のために、地方財政の機能は国家財政のそれと同じ側面で見なければならない。すなわち、地方政府の基本ミッションは、住民の生活を安全に守りながら、各住民の経済社会活動の機会や便益を提供し、ひいては、住民の福祉水準を向上させることにある、これが地方政府の存在理由とも言える。

      近年、少子高齢化、経済·社会的格差の問題が深刻化し、中央政府はもちろん、地方政府の社会福祉分野における支出拡大が求められている。一方で、地方政府の財政自立度は落ち、政府負債は増している中、去年から続いている新型コロナウィルス感染症という未曾有の社会的災害は、社会福祉分野の財政支出をいつよりも強く求めている。2020年、４回に渡る補正予算が成立し、新型コロナ対策のための財政金融支援措置の総額は310兆ウォンに達しており、今年も長期化する防疫状況や被害累積による民生回復および防疫支援のために２回の補正予算を組まれている状態である1)。

      政府主導の財政支援はすばやい速度で拡大されているにも関わらず、これを後押しする財源を確保するのは、特に新型コロナウィルス危機による不況の下ではさらに難しい状況である。一方で、社会福祉·社会的セーフティネットの拡充に対する財政支出の要求は強くなっており、財政支出への効率的な意思決定がさらに重要になると考えられる。わが国における財政支出の６割が地方政府によって行われているのを鑑みると、地域の視点で財政の効率的使い方および効果を調べるのは有意味であり、なお、財政支出の部門別歳出が地域経済にいかなる影響を及ぼすかを調べるのも必要である。

      本稿では、2008年から2019年まで、広域地方政府である忠清南道の財政歳出資料を用い、地方政府の財政歳出が地域経済に及ぼす影響を分析する。また、計測し、財政支出効果を把握した結果をもって、インプリケーションを出す。

    

    

  
    
      Ⅱ. 先行研究
      地方財政の支出や地域経済の成長に関する研究は、大きく分けて、財政支出が地域経済に及ぼす影響に関する研究と財政乗数の計測に関する研究がある。本章では、２つの分野に大分して先行研究をまとめる。

      
        1. 地方財政支出の効果
        地域経済成長に関する初期の研究では、地域経済の成長を国家経済の一部として見なす視点であり、経済成長に関する主な要因としては技術·人口変化などが挙げられた。以後、ケインズ観点での公共支出の変化が説明変数に用いられ、所得に対する生産関数を推定する研究が進められると同時に、地域経済の成長·開発に関する地方政府の財政政策効果を推定·説明するための研究が成されてきた。

        オ·ビョンキ（2005）は、教育·文化費が投資的経費として地域経済に正（＋）の効果をもつと提示したが、ただし、首都圈のデータのみで分析した限界を持っている。この結果は、オ·ビョンキ, キ厶·デヨン（2005）が、社会開発費を投資的経費として、社会保障費を経常的経費と定義·分類して、これらの財政支出が長期的には地域経済にポジティブな要因であろうと提言した研究と軌を一にする。

        ユン·チウン他（2009）は、代理変数を用いて84市を対象に３年間（2003～2006）お財政支出効果がいかに現れるかをパネル分析で推定した。

        イ·ヨンソン（2009）は、基礎自治体データを用い、一般行政費や経済開発費の項目より社会開発費の項目がGRDPに及ぼす影響が大きいと分析し、この効果は経済成長率の低い地域でより明らかに現れると主張した。これは、後のオ·ビョンキ（2014）の研究で、韓国における地方政府の際出上、投資的支出が地域産業育成やSOCの拡充、教育などの分野を通じて、地域経済の生産性を高める役割をしていると主張した。グレンジャー因果性の検定結果、地方財政の支出項目のうち、SOC関連支出がGRDPおよび地方税収入と直接な因果性をもつとの結果でより具体化された。

        イ·ジョンチャン、チョン·キヒョン（2017）は、2011年から2015年までのパネルデータを構築および分析し、地方政府における財政支出の規模や財政支出の変動性は、統計的に有意味な水準で、地域経済の成長にネガティブな効果を及ぼすと主張した。すなわち、これは財政自立度が低くなりつつある状況で、目に見える成果を出すだめに財政支出の増加を地域経済の成長には逆効果を齎しうると解釈したのである。

        イ·ジャンウク（2019）は、全羅圈·慶尚圈の基礎自治体を対象に、地方財政の投入ルートを通じた地域経済への寄与を確認した。2008年から2017年までの10年間の時系列データを用い、PSM（傾向点数マッチング）を使って地域経済の活性化効果を推定した。前年度の地域経済活性化の予算比率が一定の水準（40％）以上になったとき、1010億ウォンの地方税収入が追加発生すると推定した。

      

      
        ２. 財政乗数の計測
        オ·ビョンキ（2005）は、蔚山広域市を除いた15市道および９ヶ年度のデータを用いて、経常的支出や投資的支出がGRDPに及ぼす影響を分析し、広域地方政府の財政乗数より基礎地方政府のが大きいのを確認した。ケインズ区間において、特に基礎地方政府の場合、投資的支出の成果が低いと確認され、財政運用における投資的支出の成果を高める必要性を示唆した。

        チェ·ジノ、ソン·ミンキュ（2013）は、1986年から2011年までのデータ分析を通じ、2000年以後は財政乗数が低くなることを明らかにし、この背景には家計負債の増加、景気回復の遅延などが働いたと評価した。

        チェ·ビョンホやイ·クンジェ（2014）、および、イ·クンジェやチェ·ビョンホ（2015）は、2000年以後の基礎自治体データを用い、社会開発費と経開発費の算出弾力性や財政乗数を推計し、ひいては、財政支出の長期成長率効果の検討のため、長期経済成長率のモデルを推定した。結果、郡地域では、GRDPに占める財政支出の割合が高いが、経済開発費乗数は市地域より低かった。特に、成長の低迷している郡地域では有意でないとの結果が出たため、空間的衡平性のための財源配分が役に立たず、経済成長の成果を落とす結果を招いたと指摘した。

        ナム·サンホ（2014）は、財政支出が主要なマクロ変数に及ぼす影響を分析した。結果、＇公共行政および国防＇の支出乗数は0.6391、＇教育＇の支出乗数は0.6039、＇保健および医療＇の支出乗数は0.3475、＇社会保障＇の支出乗数は0.5786と分析された。なお、GDPにおける分野別財政支出の乗数効果を比べてみると、公共行政および国防が最も大きく、教育、社会保障、保健および医療の順であるとの結果であった。

        イ·キドン他（2016）の研究によると、財政乗数は、教育·文化 3.20、交通·水資源 1.13、社会福祉 0.83の順で導出された。特に、教育·文化は全地域に渡って財政乗数の大きさが１より大きく現れており、この分野における支出が地域内の人的資本の形成過程を経て地域の経済成長につながることを確認し、社会福祉は１より下回っていることから財政支出が非効率的に運用されていると指摘した。

        
          <表 1> 
				
          

          
            先行研究の主な傾向
          
          

        

        
          
            
              	区分
              	研究者
              	研究方法
              	内容
            

          
          
            	地方財政の
支出効果
            	
              
                オ·ビョンキ（2005）
              
            
            	VARモデルに基づく グレンジャー分析
            	• 教育·文化費は投資的経費として地域経済に正の効果を及ぼす
          

          
            	
              
                ユン·チウン キ厶·テヨン キ厶·ジュウキョン（2009）
              
            
            	地域·年度の 固定効果モデル
            	• 地方政府の総財政支出は、地域経済発展や地方税収入を増加させる
• 教育および文化·保健および生活環境改善費、社会保障費は財政支出による正の効果が大きいため、持続的増加が必要
          

          
            	
              
                イ·ヨンソン（2009）
              
            
            	GLS推定
            	• 一般行政費および経済開発費の項目より社会開発費の項目がGRDPに及ぼす影響が大きく現れる
          

          
            	
              
                オ·ビョンキ（2014）
              
            
            	パネルデータ利用の グレンジャー分析
            	• 地域経済成長による地方政府の投資的支出の増加、投資的支出による依存財源増加の因果関係
• 投資的支出は、GRDPや地域経済成長と因果関係は無いと主張
          

          
            	イ·ジョンチャン チョン·キヒョン （2017）
            	パネル分析
            	• 地方政府の財政支出規模、財政支出の変動性は地域経済成長に不の効果
          

          
            	
              
                イ·チャンウク （2019）
              
            
            	傾向点数マッチング（PSM)
            	• 前年度の地域経済活性化予算の割合が一定水準以上に高いと、地方税収入が1010億ウォン追加発生
          

          
            	財政乗数の
導出
            	
              
                オ·ビョンキ（2006）
              
            
            	パネル分析
            	• 経常的支出や投資的支出がに及ぼす影響を分析し、広域政府の財政乗数が基礎政府のより大きい
          

          
            	
              
                チェ·チノ ソン·ミンキュ （2013）
              
            
            	TVP-SVAR モデル
            	• 家計負債の増加、景気回復の遅延などの要因により、2000年以後の財政乗数が下落
          

          
            	財政乗数の
導出
            	チェ·ビョンホ イ·クンジェ（2014，2015）
            	システムGMM
モデル
            	• 基礎自治体データを用い、社会開発費と経済開発費の算出弾力性や財政乗数を推計
• 財政支出の長期成長率効果を検討するために基礎自治体の長期経済成長率モデルを推定
• 郡地域で経済開発費乗数は市より低く、特に成長沈滞の郡では有意味でない
• 空間的衡平性のための財源配分は役立たないと指摘
          

          
            	財政乗数の
導出
            	
              
                ナム·サンホ（2014）
              
            
            	産業連関表
CGE
            	• GDPにおける分野別財政支出の乗数効果を比較
• 公共行政および国防→教育→社会保障→保健および医療の順で大きい
          

          
            	
              
                イ·キドン他（2016）
              
            
            	固定効果モデル
CGEモデル
            	• 教育·文化→交通·水資源→社会福祉の順で財政乗数を導出
• 教育·文化の支出は、地域内の人的資本形成を通じて経済成長に寄与
• 社会福祉の財政乗数は１より低く非効率的に運用されると指摘
          

        

        

        以上のように、財政支出の地域経済への影響および財政乗数の計測に関する先行研究は多数存在するが、特定地域のデータを用いた研究は不足しており、また、地域別の財政支出データを用いた研究であっても、財政支出の分野別データを用いたり地域別の財政乗数を導出した研究はほとんど無い。

        つまり、本研究のオリジナリティは、地域の財政支出データを用い、とりわけ社会福祉分野の支出が地域経済に与える影響を財政乗数を通じて明らかにするところにある。

      

    

    

  
    
      Ⅲ. 忠清南道の財政支出
      
        1. 財政支出の現況
        わが国における地方財政支出は、一般行政、公共秩序や安全に関する支出を除き、ほとんどは社会開発および経済開発の性格を帯びる支出項目に構成されている。2008年に改正され今に至る地方財政歳出の体系によると、地方財政の支出は14項目に成されている。

        社会開発費に該当する財政支出項目は、教育·文化および観光·環境保護·社会福祉·保健がある。これらの社会開発費の支出項目は、乳児初等教育·高等教育·生涯／職業教育·文化·観光·芸術のみでなく、保健および生活環境改善·住宅および地域社会開発に対する歳出などを含む。とりわけ、基礎生活保障·弱者階層への支援·保育および女性·老人·社会福祉一般など、社会保障に対する支出の割合が高く現れる。一方、経済開発費に関連する財政支出項目は、農林海洋水産·産業中小企業·輸送および交通·国土および地域開発·科学技術がある。これは、農水産開発のための歳出、産業金融、産業技術支援、中小企業など地域経済開発のための歳出とともに、道路·鉄道·空港·港湾などの社会SOCや物流部門への投資を含めている。

        ＜表２＞は忠南の財政支出を年度別·分野別に整理したのである。忠南の場合、2019年財政総支出は 20兆5152億ウォンで、なかでも社会福祉分野が ５兆2060億ウォンで支出が最も多く、農林海洋水産が 2兆7546億ウォン、環境保護が ２兆5111億ウォン、国土および地域開発が ２兆857億ウォンの順であった。

        
          ＜表 2＞  
				
          

          
            忠南の財政支出
            （単位：百万ウォン）

          
          

        

        
          
            	年度
            	合計
            	一般公共行政
            	公共秩序および安全
            	教育
            	文化および
観光
            	環境保護
            	社会福祉
          

          
            	2008
            	10,823,989
            	1,078,033
            	211,222
            	295,639
            	712,833
            	1,108,064
            	1,816,031
          

          
            	2009
            	11,483,385
            	888,954
            	329,230
            	304,832
            	637,385
            	1,359,249
            	2,299,968
          

          
            	2010
            	11,646,023
            	1,001,938
            	483,343
            	293,871
            	632,815
            	1,393,778
            	2,278,531
          

          
            	2011
            	12,339,249
            	1,283,498
            	333,916
            	373,581
            	614,059
            	1,502,546
            	2,369,074
          

          
            	2012
            	13,026,688
            	1,290,636
            	478,479
            	366,567
            	640,598
            	1,699,402
            	2,448,060
          

          
            	2013
            	13,192,323
            	1,313,419
            	423,189
            	374,127
            	676,716
            	1,525,936
            	2,834,830
          

          
            	2014
            	13,798,733
            	1,399,082
            	352,039
            	377,580
            	744,878
            	1,582,976
            	3,140,023
          

          
            	2015
            	15,377,570
            	1,886,461
            	474,504
            	387,307
            	752,934
            	1,847,950
            	3,433,279
          

          
            	2016
            	16,791,021
            	2,321,952
            	492,365
            	452,982
            	887,324
            	1,871,715
            	3,619,576
          

          
            	2017
            	16,689,627
            	1,381,942
            	418,853
            	469,396
            	989,530
            	1,927,434
            	3,847,431
          

          
            	2018
            	17,801,406
            	1,347,505
            	400,368
            	549,041
            	930,585
            	1,987,493
            	4,310,313
          

          
            	2019
            	20,515,213
            	1,738,695
            	514,761
            	578,949
            	1,163,864
            	2,511,114
            	5,206,033
          

          
            	年度
            	保健
            	農林
海洋水産
            	産業
中小企業
            	輸送および
交通
            	国土および
地域開発
            	科学技術
            	自治団体
          

          
            	2008
            	173,654
            	1,679,062
            	343,001
            	732,526
            	1,497,328
            	21,047
            	109,282
          

          
            	2009
            	182,448
            	1,708,650
            	392,267
            	706,117
            	1,475,726
            	31,422
            	77,054
          

          
            	2010
            	199,171
            	1,795,231
            	252,238
            	566,363
            	1,487,297
            	27,244
            	122,883
          

          
            	2011
            	196,188
            	1,823,154
            	276,937
            	629,729
            	1,607,762
            	23,092
            	148,153
          

          
            	2012
            	198,872
            	1,902,006
            	302,453
            	652,258
            	1,629,542
            	16,713
            	182,898
          

          
            	2013
            	227,585
            	2,060,623
            	274,997
            	727,788
            	1,355,601
            	6,060
            	114,291
          

          
            	2014
            	254,819
            	2,199,750
            	287,014
            	608,621
            	1,334,734
            	12,398
            	155,992
          

          
            	2015
            	277,795
            	2,268,041
            	386,939
            	714,806
            	1,282,915
            	19,814
            	189,125
          

          
            	2016
            	311,229
            	2,264,018
            	448,291
            	711,338
            	1,447,214
            	26,202
            	401,410
          

          
            	2017
            	339,400
            	2,533,885
            	512,880
            	847,462
            	1,500,069
            	14,933
            	305,909
          

          
            	2018
            	321,477
            	2,575,847
            	485,445
            	898,610
            	1,713,674
            	27,814
            	520,100
          

          
            	2019
            	366,660
            	2,754,608
            	569,183
            	1,065,889
            	2,085,763
            	6,471
            	140,771
          

        

        
          
            資料 : 地方財政365
          

        

        

      

      
        2. 財政支出の推移
        忠南における財政支出の推移をみると、一般公共行政の場合、2008年から増加しつづけたが、2016年の2.32兆ウォンをピークに以後は減少傾向にある。公共秩序および安全の場合、騰落が繰り返されているが長期スパンでは増加傾向にあった。教育は、2008年から増加しつづけ、文化および観光は2011年に低点をマークした以後は増加傾向にある。環境保護は2013年、多少の財政支出減少はあったが、以後は増加傾向にあり、社会福祉は2008年から持続増加している。保健は財政支出が持続増加してきたが2018年若干減少し、農林海洋水産は2008年から増加傾向にある。

        経済開発費のなかで最も重要な項目である産業および中小企業、2010年は前年比大きく下落、2018年も前年比減少であったが、長期スパンでは2010年から増加傾向といえる。輸送および交通は2010年まで減少傾向にあったが2014年以後は持続して支出が増えている。国土および地域開発の場合、2015年以後は増加傾向にあるが、科学技術の場合、全体規模も小さく騰落の幅は大きいが、長期スパンでは減少傾向と見られる。自治団体は2019年、財政支出規模が大きく減少した。

        
          
          

          <図 1>  
				
          

          
            忠南における分野別財政支出の推移（2008～2019）
            資料 : 地方財政365

          
          

          

        

      

    

    

  
    
      Ⅳ. 分析モデルおよび結果
      
        1. 1次分析：忠南の部門別財政支出が地域経済に及ぼす影響
        
          1） データおよび分析方法
          本稿では１次分析として、2008年～2019年の間、忠南における部門別財政支出がにGRDPに及ぼす影響分析を行う。GRDPに影響を及ぼす説明変数として、分野別財政支出変数の他に、忠南の人口数、製造業の付加価値変数を使用した。

          分析のためのモデルは、財政支出および公共投資に対する算出弾力性を推定するBruckner and Tuladhar（2010）の基本モデルを基準にした。
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          式（1）で、従属変数はt期のGRDPを表し、説明変数Gtは地方財政支出変数、XtはGtを除いた他の説明変数のベクター、ϵtは誤差項を意味する。Bruckner and Tuladhar（2010）の推定式を本稿の実証分析に合わせて適用すると、次の（2）のように表すことができる。
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          式（２）において説明変数に入る財政支出変数は、教育(A)、文化および観光(B)、社会福祉(C)、産業および中小企業(D)、輸送および交通(E)であり、追加変数は人口数（a）、製造業の付加価値（b）である。

          以上のように、実証分析を行うために従属変数に用いた実質GRDPは、統計庁の地域勘定データを、説明変数のデータは統計庁や地方財政365のデータを活用した。分析モデルは多重回帰分析を用いた。本モデルの検証で、自己相関や異分散は現れず、通常の最小二乗法(OLS)推定を活用した。

          
            ＜表 ４＞  
				
            

            
              推定に使用した追加変数
              (単位： 百万ウォン、人）

            
            

          

          
            
              
                	年度
                	GRDP(実質)
                	人口数
                	製造業の付加価値
              

            
            
              	2008
              	80,523,469
              	2,018,537
              	36,272,550
            

            
              	2009
              	82,604,137
              	2,037,582
              	42,716,633
            

            
              	2010
              	92,056,862
              	2,075,514
              	52,276,393
            

            
              	2011
              	98,515,870
              	2,101,284
              	61,836,153
            

            
              	2012
              	99,219,568
              	2,028,777
              	58,296,297
            

            
              	2013
              	97,403,497
              	2,047,631
              	58,476,265
            

            
              	2014
              	100,199,403
              	2,062,273
              	56,531,197
            

            
              	2015
              	101,299,131
              	2,077,649
              	56,368,041
            

            
              	2016
              	104,503,363
              	2,096,727
              	56,204,884
            

            
              	2017
              	110,165,655
              	2,116,770
              	63,653,035
            

            
              	2018
              	110,873,163
              	2,126,282
              	65,412,678
            

            
              	2019
              	113,564,245
              	2,123,709
              	63,515,186
            

          

          
            
              資料 : 統計庁、地域所得（2015年基準）、住民登録人口現況、鉱業製造業調査
            

          

          

        

        
          ２） 分析結果
          1次分析の結果、Durbin-Watson値は 2.095 と出て、自己相関はないと判明され、説明力も 9.0 以上が出た。教育分野を除いて、全ての変数で有意であるとの結果である。

          分野別の財政弾力性をみると、教育は 0.042、文化および観光は 0.095、社会福祉は 0.065、産業および中小企業は 0.075、輸送および交通は –0.089 という結果が出た。忠南における教育、文化および観光、社会福祉、産業および中小企業、輸送および交通分野の財政支出は忠南のGRDPに正（+）の相関関係がある反面、輸送および交通分野は不（-）の相関関係があるという結果である。

          この結果を通じて、忠南の財政支出弾力性を求めると次のようになる。

          忠南における教育分野の財政支出が 10％ 増加すると、忠南のGRDPは 0.42％ 増加し、文化および観光分野の財政支出が 10％ 増加すると、忠南のGRDPは 0.95％ 増加すると見なすことができる。また、産業および中小企業分野の財政支出が 10％ 増加すると、忠南のGRDPは 0.75％ 増加し、社会福祉分野の財政支出が 10％ 増加すると、忠南のGRDPは 0.65％ 増加すると推定できる。

          
            ＜表 ５＞  
				
            

            
              １次分析の結果
            
            

          

          
            
              
                	label
                	Parameter Estimates
              

              
                	Variable
                	DF
                	Estimate
                	Standard
Error
                	t Value
                	Approx
Pr > |t|
              

            
            
              	常数項
              	Intercept
              	1
              	13.29***
              	0.8644
              	15.37
              	0.0042
            

            
              	教育
              	lnA
              	1
              	0.042
              	0.0128
              	3.31
              	0.0806
            

            
              	文化および観光
              	lnB
              	1
              	0.095**
              	0.014
              	6.77
              	0.0212
            

            
              	社会福祉
              	lnC
              	1
              	0.065**
              	0.0085
              	7.66
              	0.0166
            

            
              	産業および中小企業
              	lnD
              	1
              	0.075**
              	0.0085
              	8.81
              	0.0126
            

            
              	輸送および交通
              	lnE
              	1
              	-0.089**
              	0.0103
              	-8.65
              	0.0131
            

            
              	人口数
              	lna
              	1
              	-0.636**
              	0.0669
              	-9.51
              	0.0109
            

            
              	製造業の付加価値
              	lnb
              	1
              	0.405***
              	0.0111
              	36.49
              	0.0007
            

          

          
            
              注 : **は95％信頼度や有意度0.05を意味し、***は99％信頼度や有意度0.01を意味
            

          

          

        

      

      
        ２. 2次分析：忠南における社会福祉財政乗数の分析
        本稿のフォーカスは、とりわけ、社会福祉分野であるため、社会福祉の財政弾力性で財政乗数を分析することを試みる。

        分野別の財政支出変数の算出弾力性を推定した値を用い、次の（３）のように、社会福祉分野の財政乗数を導出できる。
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        2019年基準、忠南における社会福祉分野の財政乗数は 1.41 と推定され、2023年までの財政乗数を導出すると次のようになる。

        忠南における社会福祉分野の財政乗数は毎年減少しており、この傾向を単純趨勢分析で分析すると、忠南における社会福祉の財政乗数が2022年は１未満に下がると推定される。昨年、新型コロナ対策支援金として、忠南では‘緊急生活安定資金’が支給されたが、昨年の社会福祉財政乗数は 1.29 である。すなわち、社会福祉分野の財政乗数が 1.29 と出たというのは、忠南が社会福祉分野に１ウォンの財政を支出すると、忠南の所得が 1.29ウォン創出できるとの意味である。しかし、2022年の財政乗数は 0.99 が出たので、忠南が社会福祉分野に１ウォンの財政を支出すれば、忠南の所得が１より小さい 0.99ウォンだけ創出されると予測できる。

        2021年までは社会福祉の支出が地域内の消費を通じて地域の経済成長に寄与してきたのを確認できたが、ただ、その効果は次第に弱まっている。そのうえ、2022年からはその効果が支出規模より小さいと予測される。

        
          ＜表 ６＞ 
				
          

          
            忠南における社会福祉分野の財政乗数の推定
          
          

        

        
          
            
              	年度
              	社会福祉の財政乗数の推定値
            

          
          
            	2019
            	1.41
          

          
            	2020
            	1.29
          

          
            	2021
            	1.14
          

          
            	2022
            	0.99
          

          
            	2023
            	0.84
          

        

        

      

    

    

  
    
      Ⅴ. おわりに
      少子高齢化、経済·社会的格差の問題が深刻化し、中央政府はもちろん、地方政府の社会福祉分野における支出拡大が求められている。一方で、新型コロナウィルス感染症という未曾有の社会的災害は、社会福祉および社会的セーフティーネット拡充のための財政支出をいつよりも強く求めている。つまり、財政支出への効率的な意思決定がさらに重要になっていくと考えられる。

      本稿では、2009年から2019年までの忠南の財政支出データを用い、分野別、特に社会福祉分野の財政支出がGRDPに与える影響を分析した。

      結果、忠南における社会福祉の財政弾力性は0.065で、忠南の社会福祉財政支出は忠南のGRDP に正（+）の相関関係にあることが明らかになった。換言すると、忠南の社会福祉財政が 10％ 増加すると、忠南のGRDPは 0.65％ 上がると見なすことができる。

      なお、社会福祉分野の財政支出変数の算出弾力性の推定値を用いて導出された2019年基準、忠南の社会福祉分野の財政乗数は 1.41 と推定されたが、この意味は、忠南で社会福祉分野に１ウォンの財政支出を行えば、忠南の所得が 1.41 ウォン創出できるとの解釈である。2020年基準の推定値は 1.29、2021年基準のは 1.14　であり、これらの結果から、忠南の社会福祉分野の財政支出が今まではGRDP成長に寄与してきたのがわかる。しかし、財政乗数は年々弱まっているし、2022年以後は、財政乗数が1に至らず、財政支出規模より寄与効果が小さくなると予想される。

      ただし、本稿は、忠南という特定地域に限られているため、全国効果とは違いが発生しうるし、時系列も短く、より多い変数を活用できなかった限界を持っている。今後の研究では17市道を含めたパネル分析を通じて、より安定したモデルの研究が必要と考えられる。

      新型コロナ変異ウィルスの拡散、感染者の急増などにより長引く新型コロナ発の景気沈滞に対応するため、今年も“コロナ相生国民支援金”という災害支援金の支給が決定された。当初、所得下位88％の国民が対象であったが2)、京畿道が“災害基本所得”の概念をもって全道民支給に舵を切ってから3)、忠南を含む多くの地域で支給方針を変えている。忠南の場合、昨年は、災害支援金である“緊急生活安定資金”を選別支給方式で進めたが、今年は基礎自治体の間で不平等が発生してはならないという自治体首長らのコンセンサスのもと、全道民への普遍支給方式を選択した（唐津市を除く）。ただ、予算の不足する地域は、地方債を発行してまで支給するという決定には4)、やや懸念が残る。

      　災害支援金の目的は、生活苦への緊急処方、地域内の自営業、中小企業との共生、および、ここから創出される所得による地域経済の好循環づくりであるが、本稿の結果から、忠南の場合は、社会福祉的な性格の財政支出はその効果が毎年弱まっているのがわかる。

      限られた資源や財政状況、財政の効率的かつ効果的支出などを総合的に鑑み、地域の財政状況相応な政策を進める意思決定がなお重要な時点である。

    

    

  
    
      Notes
      
        1) 大韓民国政策ブリーフィング 政策ウィキ https://www.korea.kr/special/policyCurationView.do?newsId=148872965 (2021年8月4日検索)
      

      
        2) Newsis(2021.8.13.) “イ·ジェミョンの京畿災害支援金の強行に与野党候補から批判”（2021.9.29 検索）
      

      
        3) 中央日報（2021.9.27）“忠南、全道民に25万ウォンを支給”（2021.9.29 検索）
      

      
        4) 中央日報（2021.9.27）“忠南、全道民に25万ウォンを支給”（2021.9.29 検索）
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